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 はじめに 

 

  平素より町民の皆さまには、高原町政に対し御理解と御協力をいただき、心より感

謝を申し上げます。 

   

  我が国の自殺者数は、平成10年に初めて３万人を超えました。それ以降、国を挙げ

て様々な自殺対策に取り組んできた結果、令和元年に２万人を割り込むまでに減少し

ました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、長引く暮らしや心の不

安の影響により、令和２年には再び増加に転じています。 

   

  本町では、平成31年３月に「高原町自殺対策行動計画」を策定し、自殺対策に取り

組んできました。増加傾向であった自殺者数は、平成30年に大きく減少したものの、

近年はまた増加傾向にあります。 

  

  このような状況も踏まえつつ、前期計画からの取組をさらに発展させ、保健・福祉・

医療等の関係機関が連携しながら、地域の実情に即した自殺対策を推進するための

具体的な施策等を取りまとめた「第２次高原町自殺対策行動計画」を策定いたしまし

た。町民の皆さまの一層の御理解と御協力のもと、「誰も自殺に追い込まれることのな

い高原町」の実現を目指し、引き続き取り組みを進めてまいります。 

 

  結びに、本計画の策定にあたり、アンケート調査に御協力いただいた町民の皆さまを

はじめ、高原町自殺対策協議会、関係機関・団体の皆さまに対しまして、心から御礼

申し上げます。 

 

  令和６年３月 

 

                  高原町長 高妻 経信 
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第１章 計画の策定について 

 

１ 計画策定の趣旨 

わが国の自殺者数は、バブル崩壊以降、年間３万人を超えていましたが、自殺対策基本

法や自殺総合対策大綱等に基づき、国を挙げて自殺対策に取り組んだ結果、平成 21 年以

降 10年連続で減少し、令和元年には２万人を割り込みました。 

しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、令和２年は前年と比べて増加に

転じ、令和４年の自殺者数 21,252人は直近５年間で最多となっています。 

そのような中、国は、感染症対策の視点を新たに盛り込んだ、新たな「自殺総合対策大

綱」を令和４年 10月に閣議決定し、自殺対策の推進を図るとしています。 

高原町においては、平成 28 年３月に改正された自殺対策基本法において、全ての都道

府県及び市町村に「地域自殺対策計画」の策定が義務付けられたことを受け、平成 30 年

度に「高原町自殺対策行動計画」（平成 31年度～平成 35年度）を策定しました。 

「誰も自殺に追い込まれることのない高原町」の実現を目指し、自殺対策の総合的な推

進を図ってきましたが、計画期間の最終年度を迎えたことから、自殺対策を取り巻く社会

的情勢や本町の現状等を踏まえ、「第２次高原町自殺対策行動計画」を策定しました。 

 

２ 計画の性格・位置づけ 

（１）法的根拠 

自殺対策基本法第 13 条第２項に基づき、国の定める「自殺総合対策大綱」の趣旨を踏

まえて、「市町村自殺対策計画」として策定するものです。 

 

   

第１３条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県

の区域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対

策計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案

して、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村

自殺対策計画」という。）を定めるものとする。 

 

（２）他の計画等との関係 

本町における最上位計画である「第６次高原町総合計画｣の理念に基づいた分野別計画

として位置づけられるものです。 

自殺対策に関する領域を受け持つものとして、本町の関連計画等との整合性や調和が保

たれたものです。 

  

自殺対策基本法 



4 

 

 

３ 計画期間 

国の自殺対策の指針を示す自殺総合対策大綱がおおむね５年を目処に見直しが行われ

ることを踏まえ、本計画の計画期間は、令和６年度から令和 10 年度までの５年間としま

す。 

 

４ 数値目標 

自殺対策基本法において、自殺対策を通じて最終的に目指すのは「誰も自殺に追い込ま

れることのない社会の実現」と定められています。 

平成 29年７月に閣議決定した「自殺総合対策大綱」においては、令和８年までに、人口

10万人当たりの自殺者数（以下、「自殺死亡率」という。）を平成 27年と比べて 30％以上

減少させることを政府の進める自殺対策の目標として定め、令和４年 10 月に閣議決定し

た新たな「自殺総合対策大綱」においても目標を維持するとしています。 

このような国の方針も踏まえ、本計画では、平成 24年から平成 27年までの自殺死亡率

の平均値 22.2（自殺者数計９人）に対し、令和７年から令和 10 年までの自殺死亡率の平

均値をおおむね 30％程度減少、15.5（自殺者数計５人※）まで減少させることを目指しま

す。 

※住民基本台帳人口を基にした人口推計結果より算出 
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第２章 高原町の自殺の現状 

 

１ 自殺者の状況 

自殺に関連する統計として、主に厚生労働省「人口動態統計」と厚生労働省「自殺の統

計：地域における自殺の基礎資料」があります。 

「人口動態統計」は、日本における日本人を対象とし、住所地を基にした統計であるの

に対し、「地域における自殺の基礎資料」は、総人口（在住外国人含む）を対象とし、発見

地及び居住地を基にした統計です。 

本計画では、厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」から「自殺日・

居住地」のデータを用いて、本町の自殺の現状を分析しました。 

 

（１）自殺者数の推移 

国・県の自殺者数は、減少傾向で推移してきましたが、コロナ禍の影響もあり、下げ止

まりが見られる状況にあります。 

高原町の自殺者数については、増加傾向であった自殺者数が平成 30 年に大きく減少し

ましたが、近年は増加傾向で推移しており、令和４年の自殺者数は５人（人口 10 万人あ

たり 55.5人）となっています。 

 

【国・県】自殺者数の推移 

 
※厚生労働省「人口動態統計」より作成 

 

【高原町】自殺者数の推移 

 
※厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」より作成  
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（２）自殺死亡率の状況 

都道府県で比較すると、宮崎県の自殺死亡率は全国で３番目に高くなっています。 

市町村で比較すると、高原町の自殺死亡率は、宮崎県全体を上回っており、宮崎県内市

町村で 10番目に高くなっています。 

また、西諸地域を構成するえびの市、小林市の自殺死亡率も宮崎県全体を上回っており、

自殺対策は西諸地域全体の課題でもあると言えます。 

 

【都道府県別】自殺死亡率の比較（令和４年） 

   
   

※厚生労働省「人口動態統計」より作成 

下位・上位各 10府県及び全国のみ掲載 

 

 

【市町村別】自殺死亡率の比較（平成 30年～令和４年） 

 

※厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」より作成 

数値は各年の自殺死亡率の平均値 
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（３）自殺者の属性（平成 30年～令和４年） 

① 男女・年齢別 

男女別では、自殺者の８割以上を男性が占めており、国・県との比較でも、その割合が

高くなっています。 

年齢別では、自殺者の８割弱を 70歳以上男性が占めており、国・県との比較でも、その

割合が高くなっています。 

 

男女別自殺者の割合 

 
 

男女・年齢別自殺者の割合 

 

※厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」より作成 
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② 同居人の有無別 

自殺者の約６割を同居人「あり」が占めています。 

 

同居人の有無別自殺者の割合 

 
※厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」より作成 

 

③ 就労の有無別 

自殺者の８割以上を無職者が占めており、国・県との比較でも、その割合が高くなって

います。 

 

就労の有無別自殺者数の割合 

 
※厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」より作成 
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④ 原因・動機別（宮崎県） 

宮崎県の自殺者における自殺の原因・動機をみると、男女ともに「健康問題」の割合が

最も高くなっていますが、男性の「経済・生活問題」「勤務問題」、女性の「家庭問題」の

割合が異性と比較して高くなっています。 

 

自殺者の原因・動機別割合 

 
※厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」より作成 

令和３年までは３つ、令和４年は４つまで計上可能としているため、割合の合計は 100％

を超える 

令和４年において、「男女問題」から「交際問題」への区分変更が行われている 

 

【参考】自殺の危機経路について 

  

※出典「自殺実態白書２０１３（ＮＰＯ法人ライフリンク発行）」  
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問題

病苦

自殺

身体疾患

職場環境
の変化

育児の
悩み

犯罪被害

うつ状態
精神疾患

ひきこもり

「自殺実態1000人調査」から見えてきた

自殺の危機経路図

家族間
の不和

職場の
人間関係

過労

被虐待

非正規
雇用

高校中退

ＤＶ
性暴力

保証人
問題

負債

事業不振

失業

いじめ

進路に
関する
悩み

自殺の危機要因となり得るもの
は６９項目あり、自殺で亡くなっ
た方は一人当たり平均４項目の
危機要因を抱えていたとされる。
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２ 健康に関する住民意識調査結果 

（１）調査の概要 

① 調査目的 

住民の生活や健康状態、自殺問題に関する考え方等の把握を行い、計画策定の基礎資料

とすることを目的としました。 

 

② 調査内容 

厚生労働省が示した住民意識調査における調査票案を基に作成した調査票により、以下

の内容について調査を行いました。 

・回答者の属性について ・相談を受けることについて 

・健康状態や生活習慣等について ・自殺対策、予防等について 

・悩みやストレスについて ・自死遺族支援について 

・体調の変化等について ・自殺を考えた経験について 

・相談することについて  

 

③ 調査期間 

令和５年９月～10月 

 

④ 調査対象者 

18歳以上の高原町民から無作為抽出した 2,000人 

 

⑤ 調査方法 

配布：郵送、回答：郵送による回収またはＷｅｂ上の回答フォームへの回答 

 

⑥ 回収数及び回収率 

620件（回収率：31.0％） 
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⑦ 調査結果利用上の注意 

回答率は百分比の小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合

があります。 

また、２つ以上の回答を可とする設問の場合、その回答比率の合計は原則として 100％

を超えます。 

高原町と国や県、西諸医療圏との比較においては、対象年齢や設問内容が異なるものを

含んでいます。 

なお、比較においては、「令和３年度自殺対策に関する意識調査」（厚生労働省、令和３

年８月実施）及び「宮崎県こころの健康に関する意識調査」（宮崎県精神保健福祉センタ

ー、令和５年６月～７月実施）の結果を用いています。 

 

（２）調査結果概要 

① 悩みやストレスについて 

 ・悩みやストレスの有無 

日常生活での不満、悩み、苦労、ストレスについて、「大いにあった」「多少あった」

と回答した割合は 56.3％で、平成 30年度に実施した前回調査の 58.0％と比較して大き

な差はみられませんでした。 

  

 

  

11.3%

13.1%

46.7%

43.2%

31.6%

30.5%

7.6%

9.7%

2.8%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

大いにあった 多少あった あまりなかった まったくなかった 無回答
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 ・悩みやストレスの原因 

「日常生活での不満、悩み、苦労、ストレスを感じている」と回答した人について、

その原因を尋ねたところ、「身体の病気の悩み」が 30.1％と最も高く、次いで、「その他

の家庭問題」の 18.9％の順となっています。 

  

※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

家庭問題の不和 32 9.2%

子育て 25 7.2%

介護 30 8.6%

看病 6 1.7%

その他の家庭問題 66 18.9%

身体の病気の悩み 105 30.1%

こころの病気の悩み 20 5.7%

その他の健康問題 47 13.5%

倒産 0 0.0%

事業不振 10 2.9%

借金 13 3.7%

失業 5 1.4%

その他の経済生活問題 38 10.9%

仕事不振 20 5.7%

職場の人間関係 42 12.0%

長時間労働 11 3.2%

その他の勤務問題 26 7.4%

失恋 1 0.3%

結婚をめぐる悩み 2 0.6%

ＤＶ 0 0.0%

その他の男女問題 4 1.1%

学校でのいじめ 0 0.0%

学業不振 1 0.3%

教師との人間関係 1 0.3%

その他の学校問題 3 0.9%

その他 24 6.9%

無回答 19 5.4%

サンプル数 349 －

9.2%

7.2%

8.6%

1.7%

18.9%

30.1%

5.7%

13.5%

0.0%

2.9%

3.7%

1.4%

10.9%

5.7%

12.0%

3.2%

7.4%

0.3%

0.6%

0.0%

1.1%

0.0%

0.3%

0.3%

0.9%

6.9%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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 ・主観的幸福感 

「現在、どの程度幸せか」について、「とても不幸せ（０点）」から「とても幸せ（10

点）」として点数を回答してもらったところ、幸福度が比較的高いとされる「８点以上」

に回答した割合は 36.0％となっています。 

前回調査と比較して、大きな差異は見られませんでした。 

  

 

 ・こころの状態（主観的評価） 

こころの状態について、「とても健康である」もしくは「どちらかというと健康である」

と回答した割合は、77.3％となっています。 

県との比較では、「とても健康である」の割合が低くなっているものの、「とても健康

である」もしくは「どちらかというと健康である」と回答した割合に大きな差は見られ

ませんでした。 

  

4.4%

4.2%

9.9%

7.3%

22.4%

21.8%

23.0%

21.9%

37.4%

36.0%

2.9%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

0～2点 3～4点 5点 6～7点 8点以上 無回答

20.6%

16.4%

14.0%

55.6%

61.8%

63.2%

16.6%

15.5%

14.2%

4.5%

6.4%

5.0%

2.7%

0.0%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

宮崎県

(n=1,774)

西諸医療圏

(n=110)

高原町

(n=620)

とても健康である どちらかというと健康である
どちらかというと健康ではない 健康ではない
無回答
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 ・こころの状態（Ｋ６） 

Ｋ６という尺度を用いて、こころの状態の評価を行いました。 

「心理的苦痛を感じている者」と定義される 10 点以上の町民の割合は 11.8％となっ

ており、前回調査の 14.3％と比較して低下しています。 

年代別でみると、年代が低くなるほど、10点以上の割合が高くなっています。 

 

 
 

「Ｋ６」 

 米国の Kessler らによって開発され、一般住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何

らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。「ちょっとしたことでイライ

ラしたり不安に感じたりすることがあるか」等の計６問の回答内容を点数化することで評価を

行うものであり、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。健

康日本２１（第三次）においては、10 点以上の場合を「心理的苦痛を感じている者」に該当す

るとして定義している。 

  

44.1%

47.6%

28.5%

26.6%

10.8%

8.4%

3.4%

3.4%

13.1%

14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

0～4点 5～9点 10～14点 15～24点 無回答

51.1%

44.7%

42.0%

23.5%

33.3%

24.0%

5.9%

10.7%

20.0%

0.8%

6.7%

12.0%

18.7%

4.7%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65歳以上

(n=358)

40～64歳

(n=150)

39歳以下

(n=50)

0～4点 5～9点 10～14点 15～24点 無回答
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 ・新型コロナウイルス感染症発生の「こころの状態」への影響 

「こころの健康状態が新型コロナウイルス感染症の発生等による影響を受けたか」に

ついて、「影響を受け、その影響は現在も続いている」もしくは「影響を受けたが、その

影響は現在は続いていない」と回答した割合は 44.5％となっており、多くの町民のここ

ろの健康状態が新型コロナウイルス感染症による影響を受けたと考えられます。 

  

 

 ・新型コロナウイルスが影響を及ぼした（及ぼしている）原因 

「こころの健康状態が新型コロナウイルス感染症の発生等による影響を受けた（てい

る）」と回答した人について、その原因を尋ねたところ、「新型コロナウイルス感染症の

感染に関すること」が 50.4％と最も高く、次いで、「生活習慣の変化に関すること」の

42.4％の順となっています。 

  
※複数回答可 

  

選択肢 回答数 割合

影響を受け、その影響は現在も続いてい
る

55 8.9%

影響を受けたが、その影響は現在は続い
ていない

221 35.6%

影響を受けなかった 322 51.9%

無回答 22 3.5%

サンプル数 620 100.0%

8.9%

35.6%

51.9%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

新型コロナウイルス感染症の感染に関す
ること

139 50.4%

生活習慣の変化に関すること 117 42.4%

経済問題に関すること 26 9.4%

勤務問題に関すること 21 7.6%

家庭問題に関すること 8 2.9%

人間関係に関すること 75 27.2%

学校問題に関すること 4 1.4%

新型コロナウイルス感染症以外の健康問
題に関すること

15 5.4%

人権問題に関すること 10 3.6%

その他 7 2.5%

無回答 41 14.9%

サンプル数 276 －

50.4%

42.4%

9.4%

7.6%

2.9%

27.2%

1.4%

5.4%

3.6%

2.5%

14.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 体調の変化等について 

 ・「うつ病のサイン」の認知度 

「うつ病のサイン」について、「よく知っている」もしくは「少しは知っている」と回

答した割合は、70.6％となっており、前回調査と比較して大きな差異はありませんでし

た。 

 

「うつ病のサイン」 

 ◯自分で感じる症状 

憂うつ、気分が重い、何をしても楽しくない、興味がわかない、イライラする、眠れない、

いつもよりかなり早く目が覚める、決断が下せない、悪いことをしたように感じて自分を

責める、死にたくなる等 

 ◯周りから見てわかる症状 

表情が暗い、涙もろい、反応が遅い、落ち着かない、飲酒量が増える等 

 ◯身体に出る症状 

食欲がない、体がだるい、疲れやすい、性欲がない、頭痛や肩こり、動悸、胃の不快感、便

秘がち、めまい、口が渇く等 

 

  

 

  

16.7%

14.8%

53.2%

55.8%

25.3%

22.7%

4.9%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

よく知っている 少しは知っている 知らない 無回答
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 ・体調に応じた病院の受診 

「うつ病のサイン」（18ページ参照）が２週間以上続いた時の対応について、「医療機

関を受診する」と回答した割合は 50.0％となっており、宮崎県及び西諸医療圏と比べて、

若干低くなっています。 

  

 

③ 相談することについて 

 ・心配や悩みなどを受け止めてくれる人の有無 

心配や悩みなどを受け止めて、耳を傾けてくれる人について、「いる」と回答した割合

は 85.0％で、前回調査の 81.4％と比較して上昇しています。 

 

  

24.4%

20.0%

19.7%

29.1%

31.8%

30.3%

15.0%

15.5%

12.6%

25.2%

26.4%

29.0%

6.3%

6.4%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

宮崎県

(n=1,774)

西諸医療圏

(n=110)

高原町

(n=620)

精神科などの専門の医療機関を受診する
かかりつけの内科などの医療機関を受診する
医療機関を受診しない
わからない
無回答

81.4%

85.0%

13.3%

9.7%

5.3%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

いる いない 無回答
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 ・相談窓口の認知度 

「こころの悩みの相談先として知っている相談窓口」について、「こころの電話相談」

が 29.2％と最も高く、次いで、「心療内科病院またはクリニック」の 27.9％の順となり、

「何らかの相談窓口を知っている」割合は、65.8％となっています。 

 前回調査と比較して、「何らかの相談窓口を知っている」割合は 3.6 ポイント低下し

ています。 

 
※複数回答可 

 

 ・相談することに対する抵抗感 

悩みやストレスを感じたときに、「誰かに助けを求めたり、相談したりすることは恥ず

かしいことだと思う、もしくはやや思う」と回答した割合は 9.0％となっています。 

前回調査と比較して「そう思わない」の割合が 3.5ポイント上昇しています。 

  

選択肢 回答数 割合

こころの電話相談 181 29.2%

心療内科病院またはクリニック 173 27.9%

精神科病院またはクリニック 111 17.9%

市町村役場 95 15.3%

「ライフネット宮崎」や「ＮＰＯ宮崎自殺防止セン
ター」などの自殺防止電話相談

89 14.4%

内科などの精神科病院・心療内科病院以外の医療機
関

78 12.6%

保健所 63 10.2%

精神保健福祉センター 48 7.7%

その他 16 2.6%

知っているものはない 126 20.3%

無回答 86 13.9%

サンプル数 620 －

29.2%

27.9%

17.9%

15.3%

14.4%

12.6%

10.2%

7.7%

2.6%

20.3%

13.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3.1%

2.1%

6.8%

6.9%

13.8%

15.2%

22.9%

22.3%

38.4%

41.9%

15.1%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

そう思う ややそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない そう思わない 無回答
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④ 相談を受けることについて 

 ・身近な人がいつもと違った様子でつらそうに見えたときの対応 

「自分から声をかけて話を聞く」が 47.4％と最も高く、次いで、「心配していること

を伝えて見守る」の 43.7％の順となっており、多くの人が何らかの対応をすると回答し

ています。 

一方で、「相手が相談をしてくるまで何もしないで待つ」と回答した割合も 17.3％と

なっており、前回調査の 14.6％と比較して高くなっています。 

 

※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

自分から声をかけて話を聞く 294 47.4%

心配していることを伝えて見守る 271 43.7%

相手が相談をしてくるまで何もしないで
待つ

107 17.3%

「元気を出して」と励ます 99 16.0%

先回りして相談先を探しておく 7 1.1%

その他 11 1.8%

無回答 68 11.0%

サンプル数 620 －

47.4%

43.7%

17.3%

16.0%

1.1%

1.8%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑤ 自殺対策の住民への浸透について 

 ・自殺の現状の認知度 

「高原町ではこの５年間で 10 名を超える方が自殺で亡くなっており、人口あたりの

自殺死亡率は県内でも高い水準にあること」について、「知っていた」と回答した割合は

25.5％にとどまっています。 

また、「知っていた」と回答した割合が、前回調査と比較して 4.3ポイント低下してお

り、自殺に関する現状を町民に周知していく必要があると考えられます。 

 

 

 ・自殺対策に関する講演会や講習会への参加経験 

「自殺対策に関する講演会や講習会への参加経験の有無」について、「はい（ある）」

と回答した割合は 6.5％にとどまっており、前回調査と比較して 3.7 ポイント低下して

います。 

講演会等の開催や講習会等への参加促進等により、自殺に関する正しい知識を持つ町

民の増加を図ることが求められています。 

 

  

29.8%

25.5%

61.8%

67.3%

8.4%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

知っていた 知らなかった 無回答

10.2%

6.5%

81.8%

86.8%

7.9%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

はい いいえ 無回答
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 ・ゲートキーパーの認知度 

ゲートキーパーについて、「内容も知っている」もしくは「内容は知らないが、言葉は

聞いたことがある」と回答した割合は 16.8％にとどまっています。 

一方、「内容も知っている」もしくは「内容は知らないが、言葉は聞いたことがある」

と回答した割合は、国と比較して高くなっています。 

 

「ゲートキーパー」とは、自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気

づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人のことで、

言わば「命の門番」とも位置付けられる人のことです。 

 

 

 

 

  

3.1%

4.2%

9.2%

12.6%

85.3%

76.3%

2.3%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国

(n=2,009)

高原町

(n=620)

内容も知っている

内容は知らないが、言葉は聞いたことがある

知らない

無回答
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⑥ 自死遺族支援について 

 ・身近な人で自殺（自死）をした人の有無 

自死（自殺）者について、「（周りに）いない」と回答した割合は 42.6％にとどまって

おり、「（周りに）いる」割合が４割を超えています。 

具体的には、「近所の人」が 16.3％と最も高く、次いで、「同居以外の家族・親族」の

15.2％の順となっていますが、「同居の家族・親族」や「友人」への回答もあり、より身

近な人の自死（自殺）を経験している町民も一定数いると考えられます。 

 

※複数回答可 

 

 ・自死遺族支援に関する認知度 

自死遺族支援について、「いずれも知らない」と回答した割合が 44.7％となっており、

何らかの自死遺族支援について知っている割合は半数以下にとどまっています。 

 

※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

いない 264 42.6%

同居の家族・親族 27 4.4%

同居以外の家族・親族 94 15.2%

友人 34 5.5%

恋人 0 0.0%

学校・職場関係者 20 3.2%

近所の人 101 16.3%

知人 85 13.7%

その他 11 1.8%

無回答 67 10.8%

サンプル数 620 －

42.6%

4.4%

15.2%

5.5%

0.0%

3.2%

16.3%

13.7%

1.8%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

いずれも知らない 277 44.7%

無料電話相談 121 19.5%

学生支援機構・あしなが育英会（学費に
ついて）

121 19.5%

遺族の集い（自由に話せる場） 88 14.2%

役場の窓口（心のケア、生活支援、子育
てなどについて）

86 13.9%

法テラス（借金や法律問題について） 66 10.6%

無回答 85 13.7%

サンプル数 620 －

44.7%

19.5%

19.5%

14.2%

13.9%

10.6%

13.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑦ 自殺を考えた経験について 

 ・自殺を考えた経験の有無 

「これまでに本気で自殺をしたいと考えたことがある」と回答した割合は 12.1％とな

っており、前回調査の 14.1％と比較して低くなっていますが、「この１年以内に本気で

自殺をしたいと考えたことがある」「ここ５年くらいの間に本気で自殺をしたいと考え

たことがある」と回答した割合はともに上昇しています。 

 

  

66.6%

71.5%

1.5%

2.6%

2.3%

2.7%

2.8%

1.0%

7.6%

5.8%

19.3%

16.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

(n=610)

今回

(n=620)

これまでに本気で自殺をしたいと考えたことはない
この１年以内に本気で自殺をしたいと考えたことがある
ここ５年くらいの間に本気で自殺をしたいと考えたことがある
５年～10年前に本気で自殺をしたいと考えたことがある
10年以上前に本気で自殺をしたいと考えたことがある
無回答
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 ・自殺を考えた理由・原因 

「自殺をしたいと考えた理由・原因」について、「その他の家庭問題」が 22.7％と最

も高く、次いで、「家庭問題の不和」の 21.3％、「こころの病気の悩み」の 14.7％の順と

なっています。 

 

※複数回答可 

 

  

選択肢 回答数 割合

家庭問題の不和 16 21.3%

子育て 2 2.7%

介護 5 6.7%

看病 3 4.0%

その他の家庭問題 17 22.7%

身体の病気の悩み 7 9.3%

こころの病気の悩み 11 14.7%

その他の健康問題 3 4.0%

倒産 0 0.0%

事業不振 3 4.0%

借金 10 13.3%

失業 3 4.0%

その他の経済生活問題 5 6.7%

仕事不振 2 2.7%

職場の人間関係 7 9.3%

長時間労働 3 4.0%

その他の勤務問題 2 2.7%

失恋 2 2.7%

結婚をめぐる悩み 3 4.0%

ＤＶ 1 1.3%

その他の男女問題 4 5.3%

学校でのいじめ 4 5.3%

学業不振 1 1.3%

教師との人間関係 3 4.0%

その他の学校問題 1 1.3%

その他 9 12.0%

無回答 6 8.0%

サンプル数 75 －

21.3%

2.7%

6.7%

4.0%

22.7%

9.3%

14.7%

4.0%

0.0%

4.0%

13.3%

4.0%

6.7%

2.7%

9.3%

4.0%

2.7%

2.7%

4.0%

1.3%

5.3%

5.3%

1.3%

4.0%

1.3%

12.0%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑧ 自殺対策、予防等について 

 ・今後必要な自殺対策 

今後必要な自殺対策について、「学校での「いのちの教育」の充実」が 51.5％と最も

高く、次いで、「高齢者の孤独を防ぐ対策」の 44.5％、「経済面での生活の相談・支援の

充実」の 36.1％の順となっており、これらの取組を特に今後推進していく必要があると

考えられます。 

 

※複数回答可 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

学校での「いのちの教育」の充実 319 51.5%

高齢者の孤独を防ぐ対策 276 44.5%

経済面での生活の相談・支援の充実 224 36.1%

精神科医等の専門医を受診しやすい環境
づくり

196 31.6%

自殺に関する電話相談の充実 182 29.4%

職場や地域での相談窓口の充実 181 29.2%

失業対策や雇用対策の充実 135 21.8%

かかりつけ医・精神科医・相談機関など
のネットワークづくり

132 21.3%

自殺未遂者の相談・支援の充実 131 21.1%

地域で共生するためのまちづくり 130 21.0%

自殺予防に関する普及・啓発の充実 96 15.5%

自死遺族の相談・支援の充実 90 14.5%

その他 13 2.1%

特に必要と思うことはない 21 3.4%

無回答 81 13.1%

サンプル数 620 －

51.5%

44.5%

36.1%

31.6%

29.4%

29.2%

21.8%

21.3%

21.1%

21.0%

15.5%

14.5%

2.1%

3.4%

13.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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３ 民生委員調査結果 

（１）調査の概要 

① 調査目的 

地域生活において深刻な問題等を抱える人の状況や、支援を必要とする人への対応に関

する状況等の把握を行い、計画策定の基礎資料とすることを目的としました。 

 

② 調査内容 

本町が独自に作成した調査票により、以下の内容について調査を行いました。 

・ひきこもりや深刻な問題を抱える住民の状況について 

・ひきこもりや深刻な悩みを抱える住民の把握や対応について 

・支援が必要な人やその家族に対する活動を行う中で行政に取り組んでほしいこと 

 

③ 調査期間 

令和５年９月～10月 

 

④ 調査対象者 

民生委員・児童委員 

 

⑤ 調査方法 

高原町民生委員児童委員協議会における配布・回収 

 

⑥ 回収数 

28件 
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（２）調査結果概要 

① 地域におけるひきこもりや深刻な問題を抱える住民の状況について 

 ・ひきこもりである（もしくはその傾向がある）と把握している住民の有無 

担当地域における「ひきこもりである（もしくはその傾向がある）住民」の有無につ

いて、「いる」と回答した割合は 25.0％、「ひきこもりである（もしくはその傾向がある）

住民」の合計人数は 10人となっています。 

  

 

 ・悩みや生活上の困難に関して、深刻な問題を抱えていると把握している住民の有無 

担当地域における「悩みや生活上の困難に関して、深刻な問題を抱えていると把握し

ている住民」の有無について、「いる」と回答した割合は 14.3％、「深刻な問題を抱えて

いる住民」の合計人数は５人となっています。 

    

 

  

選択肢 回答数 割合

いない 21 75.0%

いる 7 25.0%

無回答 0 0.0%

サンプル数 28 100.0%

いない

75.0%

いる

25.0%

選択肢 回答数 割合

いない 24 85.7%

いる 4 14.3%

無回答 0 0.0%

サンプル数 28 100.0%

いない

85.7%

いる

14.3%

無回答

0.0%
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② ひきこもりや深刻な悩みを抱える住民の把握や対応について 

 ・ひきこもりや深刻な悩みを抱える住民の把握方法 

ひきこもりや深刻な問題を抱える住民を把握した際の経緯について、「近隣からの相

談・情報提供」が 50.0％と最も高く、次いで、「訪問活動等により把握」の 37.5％の順

となっています。 

  

※複数回答可 

 

 ・ひきこもりや深刻な悩みを抱える住民を把握した後の対応 

ひきこもりや深刻な問題を抱える住民を把握した後の対応について、「訪問や電話相

談を行った」「行政機関、専門機関に相談した」「自治会等の地域の役員に相談した」が

それぞれ 25.0％となっています。 

    

※複数回答可  

選択肢 回答数 割合

訪問活動等により把握 3 37.5%

本人や家族からの相談 1 12.5%

近隣からの相談・情報提供 4 50.0%

自治会からの相談・情報提供 1 12.5%

教育機関からの相談・情報提供 0 0.0%

行政機関からの情報提供 0 0.0%

交番・警察・消防からの情報提供 0 0.0%

その他 0 0.0%

無回答 1 12.5%

サンプル数 8 －

37.5%

12.5%

50.0%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

選択肢 回答数 割合

訪問や電話相談を行った 2 25.0%

行政機関、専門機関に相談した 2 25.0%

他の民生委員・児童委員に相談した 1 12.5%

自治会等の地域の役員に相談した 2 25.0%

その他 0 0.0%

特に何もしなかった 1 12.5%

無回答 2 25.0%

サンプル数 8 －

25.0%

25.0%

12.5%

25.0%

0.0%

12.5%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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 ・ひきこもりや深刻な悩みを抱える人の把握状況 

「おおむね把握できている」もしくは「ある程度把握できている」と回答した割合、

「あまり把握できていない」もしくは「ほとんど把握できていない」と回答した割合が

ともに 39.3％となっています。 

   

 

 ・ひきこもりや深刻な悩みを抱える人の把握状況への回答理由（一部抜粋・原文のまま） 

把握状況 回答理由 

おおむね把握
できている 

各地区内の高齢者宅を訪問して班の住民について情報をいただくの
である程度わかります。問題を抱えている人がいるか等について区長
や知り合いに確認します。 

ある程度把握
できている 

地区を回って情報を把握している。 

現在「ひきこもり」もしくは「ひきこもり」傾向にある人はいないと
思われる。（とりあえず区長にも確認を行う。） 

地域住民のつながりが強い地区なので、何か変わったこと等があれ
ば、近隣の住民も気づいてくれる。 

地域に長年生活していて、ある程度の情報は得られている。 

地区住民からの情報などを常に把握するよう努めている。 

あまり把握で
きていない 

（ひきこもり）家族が動いていないのに民生委員はタッチできないと
思っている。 

個人的なことにあまり立ち入って聞きづらい。 

就任間もないので情報提供が得られない。今後把握するよう努力しま
す。 

情報提供が多くなく、自分自身把握していない。 

訪問するが留守が多い。行きづらい。気にはなるが、あまり訪問して
いない。 

ほとんど把握
できていない 

今の所そんな住民の話を聞いていない。ひきこもりの当事者もいない
と思っている。 

近所付合いがあまり無くて、顔を合わせての会話等が少なくなった。
（コロナ後） 

まだ全家庭を把握できていない。 

民生委員になって一年近くなりますが、たとえ悩みごとがあったとし
ても新米民生委員に相談する方は少ないと思います。みなさん多少の
悩みはあっても御自分で解決できる程度の問題だと思っておいでな
のでしょう。民生委員としての力量のなさを痛感します。 

選択肢 回答数 割合

おおむね把握できている 2 7.1%

ある程度把握できている 9 32.1%

あまり把握できていない 6 21.4%

ほとんど把握できていない 5 17.9%

無回答 6 21.4%

サンプル数 28 100.0%

7.1%

32.1%

21.4%

17.9%

21.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③ 行政に取り組んでほしいこと 

 ・行政に取り組んでほしいこと 

「支援が必要な方やその家族に対する接し方や支援の方法に関する情報の提供」が

46.4％と最も高く、次いで、「支援が必要な方やその家族に関する個人情報等の提供」の

39.3％、「支援が必要な方やその家族に関する連絡・相談窓口に関する情報の提供」の

28.6％の順となっており、より身近な地域から必要な支援につなぐことができるよう、

これらの取組について、実施を検討していく必要があると考えられます。 

  

※複数回答可 

 

 

選択肢 回答数 割合

支援が必要な方やその家族に対する接し
方や支援の方法に関する情報の提供

13 46.4%

支援が必要な方やその家族に関する個人
情報等の提供

11 39.3%

支援が必要な方やその家族に関する連
絡・相談窓口に関する情報の提供

8 28.6%

支援が必要な方やその家族に対する支援
等に関する勉強会や講演会の開催

7 25.0%

支援が必要な方その家族等に関する情報共有
や具体的な支援の検討を行う場の設置

5 17.9%

その他 0 0.0%

特にない 4 14.3%

無回答 2 7.1%

サンプル数 28 －

46.4%

39.3%

28.6%

25.0%

17.9%

0.0%

14.3%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第３章 前期計画の評価 
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第３章 前期計画の評価 

 

１ 数値目標の達成に向けた状況 

前期計画においては、数値目標として、「平成 24 年から平成 27 年までの自殺死亡率の

平均値」22.2（自殺者数計９人）に対し、「令和５年から令和８年までの自殺死亡率の平均

値」をおおむね 30％減少させ、15.5（目安となる自殺者数計５人）とすることを掲げまし

た。 

しかし、「令和元年から令和４年までの自殺死亡率の平均値」は、32.8（自殺者数計 12

人）であり、「平成 24年から平成 27年までの自殺死亡率の平均値」を上回っています。 

 

【高原町】自殺者数の推移（再掲） 

 
  ※厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」より作成 

 

  

0 2
4

3
5

8

1
2 2

3
5

0.0 

19.6 

39.1 

29.9 

50.7 

82.6 

10.5 

21.2 21.6 

32.9 

55.5 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

2

4

6

8

10

12

平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

自殺者数 自殺死亡率（人口10万人あたり）

(人) (10万対)
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２ 計画指標の達成状況 

前期計画においては、計画の進捗状況の検証・評価における基準として、評価指標を定

めました。 

令和５年度において、「高原町自殺対策協議会の開催回数」、「町広報紙による自殺に関

する啓発の実施回数」、「町ホームページによる自殺に関する啓発の実施回数」、「気分

障害・不安障害に相当（K6 スコア 10 点以上）する高齢者の割合」の４項目について、目

標水準に達していますが、その他２項目については、目標水準に達することができません

でした。 

 

指標 
策定時値 

（Ｈ30） 

実績値 

（Ｒ５） 

目標値 

（Ｒ５） 

高原町自殺対策協議会の開催回数（年） １回 ３回 １回以上 

町職員のゲートキーパー養成講座の受講

率 
未実施 36％ 90％以上 

町広報紙による自殺に関する啓発の実施

回数（年） 
２回 ２回 ２回以上 

町ホームページによる自殺に関する啓発

の実施回数（年） 
未実施 ２回 ２回以上 

こころの悩みの相談窓口の認知度（住民

意識調査） 
69.4％ 65.8％ 80％以上 

気分障害・不安障害に相当（K6 スコア 10

点以上）する高齢者の割合（住民意識調

査） 

9.7％ 6.7％ 7％以下 
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３ 施策の進捗状況 

前期計画期間中においては、毎年度、各施策の進捗状況に係る関係各課への調査を行い、

下記の評価基準により進捗状況の把握に努めました。 

 

評価基準（100点満点による評価） 

Ａ評価：75点以上 

Ｂ評価：50点以上 75点未満 

Ｃ評価：25点以上 50点未満 

Ｄ評価：25点未満 

 

計画期間全体の評価結果について総括した結果は以下のとおりであり、自殺対策の推進

体制や生活困窮者等への支援等の施策はおおむね推進できている一方、人材育成や自殺対

策に関する周知・広報等の施策については推進できていない状況にあり、これらの施策を

中心に改善・見直しが必要であると考えられます。 

 

（１）基本施策に係る評価 

施策 評価 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化  

 （１）地域におけるネットワークの強化 Ａ 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成  

 （１）様々な職種を対象とする研修の実施 Ｂ 

 （２）町民を対象とする研修の実施 Ｄ 

基本施策３ 住民への啓発と周知  

 （１）チラシ・リーフレット等の作成・活用 Ｂ 

 （２）町民向け講演会・イベント等の開催 Ｃ 

 （３）各種メディア媒体を活用した啓発活動 Ｃ 

基本施策４ 生きることの促進要因への支援  

 （１）居場所づくりの推進 Ａ 

 （２）自殺未遂者に対する支援 Ａ 

 （３）支援者に対する支援 Ａ 

 （４）遺された人（自死遺族）等に対する支援 Ｂ 

基本施策５ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育  

 （１）ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 Ａ 
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（２）重点施策に係る評価 

施策 評価 

重点施策１ 高齢者の自殺対策の推進  

 （１）高齢者支援に関する町民への周知・啓発の実施 Ｄ 

 （２）高齢者の居場所づくり・社会参加の推進 Ａ 

 （３）支援者の「気づく」力の強化 Ａ 

 （４）介護者（支援者）に対する支援の推進 Ｂ 

重点施策２ 生活困窮者支援と自殺対策の連動性の向上  

 （１）生活困窮者に対する「生きることの包括的な支援」の強化 Ａ 

 
（２）支援につながっていない人を早期に支援とつなぐための取

組の推進 
Ａ 

 （３）関係機関が連携・協働する基盤の整備 Ｂ 

重点施策３ 勤務問題に関わる自殺対策の推進  

 
（１）勤務問題による自殺リスクの低減に向けた相談支援体制の

強化 
Ｂ 

 （２）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 Ｂ 

 

（３）生きる支援の関連施策に係る評価 

施策 評価 

（１）気づきのための人材育成（ゲートキーパー研修等）を様々な

分野で推奨する 
Ｃ 

（２）支援につながっていない人を早期に支援へつなぐための取組

を推進する 
Ｂ 

（３）様々な機会を活用して、自殺対策の周知・啓発に努める Ｃ 

（４）生きることの包括的な支援を実施・継続する Ａ 

（５）生きることの包括的な支援を推進する体制を強化する Ａ 
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第４章 自殺対策における取組 
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第４章 自殺対策における取組 

 

１ 基本方針 

高原町では、平成31年３月に「高原町自殺対策行動計画」を策定し、様々な自殺対策

に取り組んできました。これまでの取組の成果もあり、その後の自殺者数は減少・横ばい傾

向にありましたが、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、再び増加に転じています。 

    長引く新型コロナウイルス感染症の影響も注視しながら、引き続き、総合的な自殺対策

を推進していく必要があります。 

今後５年間の自殺対策における基本方針として、自殺総合対策大綱も踏まえ、次の６項

目を設定し、推進していきます。 

 

 

 

（１）自殺対策を生きることの包括的な支援として推進する 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の

「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、失業や多重債務、生活苦等の

「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが高まると

されています。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの

促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で推進

する必要があります。 

自殺防止や遺族支援といった狭義の自殺対策だけでなく、「生きる支援」に関する地域

のあらゆる取組を総動員し、まさに「生きることの包括的な支援」として推進することが

重要です。 

  

基本方針 

(１) 自殺対策を生きることの包括的な支援として推進する 

(２) 関連する施策との連携を強化して総合的な対策を展開する 

(３) 対応の段階に応じたレベルごとの対策を効果的に連動させる 

(４) 実践的取組と啓発的取組の両輪で推進する 

(５) 町、関係団体、民間団体、企業及び町民の役割を明確化し、連携・協 

働を推進する 

(６) 自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮しながら取組を進める 
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（２）関連する施策との連携を強化して総合的な対策を展開する 

自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにするためには、精神保

健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。 

また、このような包括的な取組を実施するためには、様々な分野の施策や関係者、組織

等が密接に連携する必要があります。 

自殺の要因となり得る孤独・孤立、生活困窮、児童虐待、性暴力被害、引きこもり、性

的マイノリティ等、関連の分野においても、同様の連携の取組が展開されています。 

連携の効果を更に高めるため、そうした様々な分野の生きる支援にあたる関係者がそれ

ぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有することが重要です。 

とりわけ、地域共生社会の実現に向けた取組や生活困窮者自立支援制度等との連携を推

進することや、精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性を高めていくことにより、誰

もが住み慣れた地域で、適切な精神保健医療福祉サービスを受けられる地域社会づくりを

進めていくこと、孤独・孤立対策を進めていくことが重要です。 

 

（３）対応の段階に応じたレベルごとの対策を効果的に連動させる 

自殺対策は、自殺のリスクを抱えた個人等に支援を行う「対人支援のレベル」、支援者や

関係機関同士の連携を深めていくことで、支援の網からこぼれ落ちる人を生み出さないよ

うにする「地域連携のレベル」、支援制度の整備等を通じて、人が自殺に追い込まれること

のない地域社会の構築を図る「社会制度のレベル」という、３つのレベルに分けることが

できます。 

社会全体の自殺のリスクの低下につなげるためには、それぞれのレベルにおける取組を

強力に、かつ総合的に推進していくことが重要です。 

また、時系列的な対応の段階としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事

前対応」、現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、自殺や自殺未遂が

生じてしまった場合等における「事後対応」のそれぞれの段階において施策を講じる必要

があります。 

加えて、「自殺の事前対応の更に前段階の取組」として、学校において、児童生徒等を対

象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進することも重要とされていま

す。 
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（４）実践的取組と啓発的取組を両輪で推進する 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人

の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深めることも

含めて、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、地域

全体の共通認識となるように積極的に普及啓発を行うことが重要です。 

全ての町民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気付き、精

神科医等の専門家につなぐとともに、専門家と協力しながら見守っていけるよう、広報活

動、教育活動等に取り組んでいくことが重要です。 

また、自殺に対する誤った認識や偏見によって、遺族等が悩みや苦しさを打ち明けづら

い状況や、支援者等による遺族等への支援の妨げにつながらないよう、自殺に対する偏見

を払拭し、正しい理解を促進する啓発活動に取り組んでいくことも重要です。 

 

（５）町、関係団体、民間団体、企業及び町民の役割を明確化し、連携・協働を推進する 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、町、関係団体、民間

団体、企業、町民等が連携・協働して、自殺対策を総合的に推進していくことが重要です。 

そのため、それぞれの主体が果たすべき役割を明確化した上で、連携・協働の仕組みを

構築し、この地域社会で暮らす一人ひとりが一丸となって、それぞれができる取組を進め

ていくことが重要です。 

 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮しながら取組を進める 

自殺対策に取り組むにあたっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの人の親族等の

名誉及び生活の平穏に十分配慮し、不当に侵害することのないことを認識して取り組むこ

とが重要です。 
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２ 施策体系 

本町の自殺対策は、国が定めた「地域自殺対策政策パッケージ」において全ての市町村

が取り組むことが望ましいとされている「基本施策」と、地域の自殺の実態を踏まえて取

り組むことが望ましいとされている「重点施策」、それ以外の関連する事業をまとめた「生

きる支援」に関連する施策により構成されています。 

「基本施策」は、「地域におけるネットワークの強化」や「自殺対策を支える人材の育成」

等の施策で構成され、地域で自殺対策を推進していく際の基盤となる取組です。そのため、

「事前対応」「危機対応」「事後対応」「事前対応の更に前段階での取組」の全ての段階に及

び、分野的にも「実践」と「啓発」の両方を網羅した幅広い内容となっています。 

「重点施策」は、統計データ等の分析に基づき、本町において自殺のハイリスク層であ

ると考えられる「高齢者」と「生活困窮者」に焦点を絞り、それぞれ取組をまとめ、それ

ぞれの対象に関わる様々な施策を結集させた包括的な内容となっています。 

「生きる支援関連施策」は、本町において既に行われている様々な事業を「生きること

の包括的な支援」としての視点から捉え直し、取組の内容ごとに分類し、まとめたもので

す。 

施策体系イメージ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの「基本施策」 

地域におけるネットワークの強化 

自殺対策を支える人材の育成 

住民への啓発と周知 

生きることの促進要因への支援 

児童生徒の SOSの出し方に関する教育 

 

高原町の特性を踏まえた 

「重点施策」 

 

 

 

 

 

 

生きる支援関連施策 

既存事業を自殺対策（地域づくり）の観点から捉え直し、 

様々な課題に取り組む各課、各組織の事業を連携 

 

●高齢者 

●生活困窮者 

誰も自殺に追い込まれることのない高原町 
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３ 基本施策 

基本施策とは、地域で自殺対策を推進する上で欠かすことのできない基盤的な取組、す

なわち「地域におけるネットワークの強化」「自殺対策を支える人材の育成」「住民への啓

発と周知」「生きることの促進要因への支援」「児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育」

です。 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、町、関係団体、民間

団体、企業、町民等が連携・協働して、自殺対策を総合的に推進していくことが重要です。 

そのため、自殺対策の推進にあたっての基盤となるのが、地域におけるネットワークで

す。 

自殺対策に特化したネットワークの強化だけでなく、他の目的で地域に展開されている

ネットワークと自殺対策の連携強化等に取り組みます。 

 

① 地域におけるネットワークの強化 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

高原町自殺対策協議

会の開催 

【高原町自殺対策協議会の開催】 

高原町における自殺対策の総合的な推進を図るた

め、医療・福祉・教育・経済労働の関係機関及び民

間団体と本町の関係部局で構成される「高原町自殺

対策協議会」を開催します。 

 健康課 

高原町自立支援協議

会の開催 

【高原町自立支援協議会の開催】 

医療・保健・福祉・教育及び就労等に関係する機関

とのネットワークを構築し、地域のサービス基盤を

強化します。 

 福祉課 

生活支援体制整備事

業 

【生活支援体制の整備】 

地域における社会資源を新たに見直し、地域に住む

高齢者等のニーズにあった福祉サービスの発掘ま

たは開発に努めるとともに、行政を含めた公的機関

や地域住民、民間機関などと連携を図り地域包括ケ

アシステムの円滑な運用に努めます。 

 福祉課 

 社会福祉協議会 

高原町地域見守りネ

ットワーク事業 

【地域支援ネットワークの充実】 

関係者同士の連携を深め、安心して生活できる地域

づくりのため、地域見守りネットワークの充実を図

ります。 

 社会福祉協議会 
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（２）自殺対策を支える人材の育成 

地域のネットワークは、それを支える人材がいて初めて機能するものであり、自殺対策

を支える人材の育成は、自殺対策を推進する上での基礎となる重要な取組です。 

今後は、行政職員等の保健、医療、福祉、教育、労働等の各分野に携わる専門家や関係

者だけでなく、町民に対する研修等を実施し、地域のネットワークの担い手・支え手とな

る人材の幅広い育成に努めます。 

 

① 様々な職種を対象とする研修の実施 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

町民の相談体制整備 

【全職員を対象としたゲートキーパー養成講座の

実施】 

窓口における各種相談対応や、税金や保険料の徴収

などの行政事務の機会を通じて、自殺のリスク（悩

み）に気付き、必要な支援につなぐことのできる人

材を育成するため、全職員がゲートキーパー養成講

座を受講します。 

 庁内全課 

保育所業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

保育士等が様々な相談に適切に対応し、必要に応じ

て適切な相談窓口につなぐことができるよう、町が

ゲートキーパー養成講座を開催する際に、講座受講

を促します。 

 健康課 

 社会福祉協議会 

介護支援専門員等に

対する業務 

【自殺対策に関わる人材の確保及びゲートキーパ

ー養成講座の受講促進】 

介護支援専門員、介護福祉士、社会福祉士等の介護

事業従事者の研修等の機会を通じ、心の健康づくり

や自殺対策に関する知識の普及を図るとともに、ゲ

ートキーパー養成講座の受講を促します。 

 福祉課 

議員に関する業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

 議会事務局 

生活指導・健全育成

業務 

（教職員向け研修

等） 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

町がゲートキーパー養成講座を開催する際に、教職

員やＰＴＡ関係者等に対し、講座受講を促します。 
 教育総務課 
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② 町民を対象とする研修の実施 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

こころの健康に関す

る出前講座 

【こころの健康に関する出前講座の実施】 

自殺対策に関連する講座（こころの健康やゲートキ

ーパー養成講座等）を実施し、町民の理解促進を図

ります。 
 健康課 

ヘルスメイトに関す

る業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

地域活動振興業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

町がゲートキーパー養成講座を開催する際には、地

域の住民として何ができるかを主体的に考えても

らう機会として、講座受講を促します。 

 総務課 

傾聴ボランティアに

関する業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

対象者の変化に気づき、必要な相談窓口につなぐこ

とができるよう、町がゲートキーパー養成講座を開

催する際に、講座受講を促します。 福祉課 

社会福祉協議会 

民生委員・児童委員

業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

ゲートキーパーの役割を知り、民生委員・児童委員

自身がその存在になれるよう、ゲートキーパー養成

講座の受講を促します。 

愛の連絡員に関する

業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

 社会福祉協議会 
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（３）住民への啓発と周知 

自殺に追い込まれるという危機は、「誰にでも起こり得る危機」です。 

しかし、危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい、自殺に対する誤った認識や偏

見が存在するという現実もあります。 

危機に陥った人の心情や背景を理解するとともに、自殺に対する誤った認識や偏見をな

くし、社会全体の共通認識として、危機に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適

当であるということへの理解を促進することを通じて、自分の周りにいるかもしれない自

殺を考えている人の存在に気づき、寄り添い、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家

につなぎ、見守っていくという自殺対策における町民一人ひとりの役割等についての意識

が共有されるよう、町民への啓発と周知を図ることが求められています。 

また、住民意識調査において、こころの悩みの相談窓口を「知っている」と回答した割

合は７割弱にとどまっています。 

地域のネットワークを強化して相談・支援体制を確保しても、町民が相談機関等の存在

を知らなければ、適切な支援につなげることができません。 

今後は、様々な機会を通じて、広く町民全体に向けた啓発、相談機関等に関する情報提

供等の周知の強化に努めます。 

 

① チラシ・リーフレット等の作成・活用 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

健康に関するイベン

ト業務 

【町民への普及啓発】 

健康に関するイベントにおいて、パネル展示やリー

フレット配布を行い、町民への啓発の機会としま

す。 

 健康課 

生活習慣病予防事業 

【町民への周知】 

集団健(検)診や結果説明会において、メンタルヘル

スや生活習慣病予防に関するチラシの配布等を行

うことで、町民の理解促進を図ります。 

肩こり腰痛予防教

室・トレーニングコ

ース事業 

【町民への普及啓発】 

肩こり腰痛予防教室・トレーニングコース事業にお

いて、パネル展示やリーフレット配布を行い、町民

への啓発の機会とします。 

児童扶養手当業務 

ひとり親家庭等医療

費助成業務 

【相談窓口の周知】 

家族との離別・死別を経験している方は自殺のリス

クが高まる場合があることから、窓口等で相談に応

じるとともに、相談先一覧の配布や活用できるサー

ビスについて周知します。 
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施策等 取組内容 実施主体 

保育所業務 

【相談窓口の周知】 

子育てをする家族が悩んだ時に相談できるよう、子

育てに関する相談窓口や利用出来るサービス一覧

の配布・設置等により、相談先の周知を図ります。 

 健康課 

 社会福祉協議会 

コミュニティづくり

の推進 

【のぼり旗やリーフレット等の配布】 

町内会役員に向け、のぼり旗やリーフレット等を配

布し、各地区における自殺予防に係る啓発活動の促

進を図ります。  総務課 

交通安全対策に関す

る業務 

【相談窓口の周知】 

相談者に相談先の掲載されたリーフレットを配布

することで、支援機関等の情報提供を行います。 

農業関連の各種総

会、イベント業務 

【町民への周知】 

各種会議やイベント等において、メンタルヘルスに

関するチラシの配布やパネル展示を行うことで、町

民の理解促進を図ります。 

 農畜産振興課 

いじめ防止対策事業 

【ＳＯＳの出し方に関する教育】 

いじめを受けている児童生徒の早期発見と対応を

行うだけでなく、いじめを受けた子どもが周囲に助

けを求められるよう、ＳＯＳの出し方教育を実施す

るとともに、相談先一覧を配布し、相談窓口の周知

を図ります。 

 教育総務課 

 

② 町民向け講演会・イベント等の開催 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

健康に関するイベン

ト業務 

【健康に関するイベントの実施】 

健康に関するイベントを開催し、こころと身体の健

康に関する理解促進を図ります。 

 健康課 

生活習慣病予防事業 

【町民への周知】 

集団健(検)診や結果説明会において、メンタルヘル

スや生活習慣病予防に関するチラシの配布等を行

うことで、町民の理解促進を図ります。 
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施策等 取組内容 実施主体 

肩こり腰痛予防教

室・トレーニングコ

ース事業 

【町民への普及啓発】 

肩こり腰痛予防教室・トレーニングコース事業にお

いて、パネル展示やリーフレット配布を行い、町民

への啓発の機会とします。 

 健康課 

同和・人権啓発事業 

【自殺対策に関する啓発】 

人権に関する研修会や講演会等において、自殺対策

についても言及し、職員及び町民への啓発を行いま

す。 

 総務課 

地域産業の育成・発

展 

【地域産業における人材育成や意識醸成】 

自殺のリスク等を防ぐため、働く世代の自殺の現状

やメンタルヘルスケアの重要性について、普及啓発

や人材育成、相談対応等において、地域の関係機関

と連携した対策や情報提供等を推進していきます。 

 産業創生課 

農業関連の各種総

会、イベント業務 

【町民への周知】 

各種会議やイベント等において、メンタルヘルスに

関するチラシの配布やパネル展示を行うことで、町

民の理解促進を図ります。 

 農畜産振興課 

図書館の管理 

【自殺対策に関する啓発】 

自殺予防週間や自殺対策強化月間を中心に、自殺対

策に関するパネル展示やリーフレットの配布等を

行うことで、町民の理解促進を図ります。  教育総務課 

ＰＴＡ活動の支援・

育成に関する業務 

【ＳＯＳの受け止め方に関する教育】 

ＰＴＡ集会等で、子どもたちからのＳＯＳの受け止

め方に関する研修会を開催します。 

各種団体等の活動支

援 

【自殺に関連する出前講座】 

各種団体等に対し、出前講座を通じた自殺の現状や

課題などについての啓発を図ります。 

 社会福祉協議会 
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③ 各種メディア媒体を活用した啓発活動 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

広報紙を活用した啓

発事業 

【広報紙を活用した啓発】 

自殺予防週間（９月）や自殺対策強化月間（３月）

を中心に、広報紙を活用したこころの健康に関する

周知・啓発を行います。 
 健康課 

ホームページ等を活

用した啓発事業 

【ホームページ等を活用した啓発】 

自殺予防週間（９月）や自殺対策強化月間（３月）

を中心に、ホームページ等を活用したこころの健康

に関する周知・啓発を行います。 
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（４）生きることの促進要因への支援 

自殺対策は、「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」

を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で推進していくこ

とが重要です。 

今後は、「生きることの促進要因」の増加につなげるため、居場所づくり、自殺未遂者等

に対する支援、遺された人（自死遺族）に対する支援の推進に努めます。 

 

① 居場所づくりの推進 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

地域子育て支援拠点

事業 

（高原町子育て支援

センター等） 

【地域子育て支援拠点の整備】 

子育て親子に交流の場を提供するとともに、交流の

促進・子育てに関する相談・情報提供・講習会等を

実施するなどして、地域の中で安心して過ごせる居

場所づくりを行います。 

 健康課 

福祉バス運行事業 

【高齢者の教養向上や生きがいづくり、社会参加の

促進】 

老人クラブ等の研修及び交流のために福祉バスを

運行します。 

 福祉課 

介護予防事業「いき

いき百歳体操」事業 

【介護予防事業「いきいき百歳体操」の実施】 

「いきいき百歳体操」の実施を通じて、身体機能の

回復、生きがいづくりを目指します。また様々な相

談に対応し、必要に応じて適切な相談窓口につなぐ

など、地域の中で安心して過ごせる居場所づくりを

行います。 

高齢者の居場所づく

り「茶飲み場」事業 

【高齢者の居場所づくり「茶飲み場」の開催】 

「茶飲み場」の開催を通じて、高齢者の閉じこもり

や孤立防止につなげます。  福祉課 

 社会福祉協議会 
高原町老人クラブ活

動支援 

【高原町老人クラブ活動支援】 

高原町老人クラブの活動を支援し、高齢者の居場所

づくり・生きがいづくりにつなげます。 

子育て親子向け講座 

【子育て親子向け講座の開催】 

親子向け講座等を実施することで、子育て親子に交

流の場を提供するとともに、地域の中で安心して過

ごせる居場所づくりを行います。 

教育総務課 
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施策等 取組内容 実施主体 

生涯学習講座 

（高齢者教室） 

【生涯学習講座（高齢者教室）の開催】 

生涯学習講座（高齢者教室）の開催を通じて、高齢

者の生きがいづくりや孤立防止につなげます。 

教育総務課 

 

② 自殺未遂者に対する支援 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

自殺未遂者に対する

支援 

【自殺未遂者に対する支援】 

保健所・警察・消防・医療機関等との緊密な連携体

制のもと、必要に応じて情報共有等を行い、包括的

な支援につながるよう努めます。 

 健康課 

高原病院における自

殺未遂者に対する支

援 

【自殺未遂者に対する支援】 

自殺未遂は自殺のハイリスク要因であることから、

救急搬送された自殺未遂者を関係機関と連携しな

がら必要な支援につなげるとともに、未遂者や家族

に相談先一覧を配布するなど、適切な相談窓口につ

ながるように支援します。 

 高原病院 

 

③ 支援者に対する支援 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

認知症地域支援・ケ

ア向上事業 

【認知症カフェの開催】 

認知症の人やその家族を対象に、認知症カフェ等を

開催し、当事者間の交流や介護に関する相談等によ

りリフレッシュにつなげるとともに、情報交換の場

としての活用促進を図っています。今後も認知症カ

フェ等が開催できるよう支援体制を整備するとと

もに実施個所の増加につながる取組を推進します。 

 福祉課 
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④ 遺された人（自死遺族）等に対する支援 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

自死遺族等に対する

支援 

【自死遺族等に対する支援】 

自死遺族のつどい「わかちあいの会」（小林保健所）

などの周知に努めるとともに、必要に応じて相談・

支援等を行います。 

 健康課 

自死遺族等に対する

支援 

【自死遺族等に対する支援】 

死亡届受理時に自死遺族であることを把握した際

には、関係機関につなぎます。 

 町民課 

 

 

（５）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

経済・生活問題、健康問題、家庭問題等の自殺の背景・原因となり得る様々な問題は、

人生の中で誰もが直面し得る危機です。自殺の発生を防ぐためには、それらの問題への対

処方法や支援先に関する情報を、早い時期から身に付けておくことが重要です。 

 今後は、様々な困難・ストレスの対処方法を身に付けるための教育（ＳＯＳの出し方に

関する教育）や命の大切さを実感できる教育、心の健康の保持に係る教育等の自殺対策に

資する教育の実施に向けた環境づくりに努めます。 

 

① ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

いじめ防止対策事業 

【ＳＯＳの出し方に関する教育】 

いじめを受けている児童生徒の早期発見と対応を

行うだけでなく、いじめを受けた子どもが周囲に助

けを求められるよう、ＳＯＳの出し方教育を実施す

るとともに、相談先一覧を配布し、相談窓口の周知

を図ります。 

 教育総務課 

性に関する指導推進

事業 

【性に関する指導推進事業】 

産婦人科などの専門医、助産師を講師として派遣

し、性に関する指導の充実を図ります。 
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４ 重点施策 

重点施策とは、地域の自殺の実態を踏まえて、重点的に取り組むべきとされている取組

であり、本町においては、「高齢者の自殺対策の推進」「生活困窮者支援と自殺対策の連動

性の向上」の２つで構成しています。 

 

（１）高齢者の自殺対策の推進 

本町の平成 30年～令和４年までの自殺者 13人を年齢別に見ると、70歳以上が 11人で、

自殺者全体の 84.6％を占めています。 

また、そのうち 10人を男性が占めており、自殺者全体に占める割合は、国・県と比べて

も突出して高くなっています。 

高齢者は、身体疾患の発症や悪化等に伴って介護や生活困窮等の問題を抱えたり、家族

との死別や離別をきっかけに孤立・孤独に陥ったりする等、高齢者特有の課題により、自

殺のリスクが高まる可能性が考えられています。 

また、これらの問題は高齢者本人のみならず、家族や地域も巻き込んだ問題として生じ

る場合もあります。 

高齢者の自殺を防ぐためには、高齢者本人を対象とした取組だけでなく、高齢者を支え

る家族や介護者、地域住民等の支援者に対する支援を含めた取組が必要です。 

今後は、既存の行政サービス、民間事業者サービス、民間団体による支援等を適切に活

用し、生きることの包括的支援としての高齢者の自殺対策の推進を図ります。 

 

① 高齢者支援に関する町民への周知・啓発の実施 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

高原町老人クラブ活

動支援 

【自殺に関連する出前講座】 

高原町老人クラブに対し、出前講座を通じた自殺の

現状や課題などについての啓発を図ります。 

 福祉課 

 社会福祉協議会 
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② 高齢者の居場所づくり・社会参加の推進 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

福祉バス運行事業 

【高齢者の教養向上や生きがいづくり、社会参加の

促進】 

老人クラブ等の研修及び交流のために福祉バスを

運行します。 

 福祉課 

介護予防事業「いき

いき百歳体操」事業 

【介護予防事業「いきいき百歳体操」の実施】 

「いきいき百歳体操」の実施を通じて、身体機能の

回復、生きがいづくりを目指します。また様々な相

談に対応し、必要に応じて適切な相談窓口につなぐ

など、地域の中で安心して過ごせる居場所づくりを

行います。 

高齢者の居場所づく

り「茶飲み場」事業 

【高齢者の居場所づくり「茶飲み場」の開催】 

「茶飲み場」の開催を通じて、高齢者の閉じこもり

や孤立防止につなげます。 福祉課 

 社会福祉協議会 
高原町老人クラブ活

動支援 

【高原町老人クラブ活動支援】 

高原町老人クラブの活動を支援し、高齢者の居場所

づくり・生きがいづくりにつなげます。 

生涯学習講座 

（高齢者教室） 

【生涯学習講座（高齢者教室）の開催】 

生涯学習講座（高齢者教室）の開催を通じて、高齢

者の生きがいづくりや孤立防止につなげます。 

教育総務課 
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③ 支援者の「気づく」力の強化 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

介護給付に関する業

務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

 福祉課 

認知症サポーター養

成事業 

【認知症サポーター養成講座の実施】 

認知症についての正しい知識を持ち、認知症の人や

家族を応援する認知症サポーターを養成すること

で、認知症の方や家族が安心して地域で生活できる

よう支援します。 

傾聴ボランティアに

関する業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

 福祉課 

 社会福祉協議会 

愛の連絡員に関する

業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

 社会福祉協議会 

 

④ 介護者（支援者）に対する支援の推進 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

介護給付に関する業

務 

【介護保険サービスの提供】 

介護や生活支援サービスの提供が必要な要介護認

定者がいる世帯に介護保険サービスを提供します。 

 福祉課 

認知症地域支援・ケ

ア向上事業 

【認知症カフェの開催】 

認知症の人やその家族を対象に、認知症カフェ等を

開催し、当事者間の交流や介護に関する相談等によ

りリフレッシュにつなげるとともに、情報交換の場

としての活用促進を図っています。今後も認知症カ

フェ等が開催できるよう支援体制を整備するとと

もに、実施個所の増加につながる取組を推進しま

す。 
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（２）生活困窮者支援と自殺対策の連動性の向上 

本町の平成 30 年～令和４年までの自殺者 13 人を職業状況別に見ると、無職者が 11 人

で、自殺者全体の 84.6％を占めています。 

 生活困窮者は、経済的な問題だけでなく、心身の健康や家族等との人間関係、ひきこも

り等の様々な問題を抱えていると考えられ、自殺リスクを抱えている人が少なくないとさ

れています。 

 今後は、生活困窮者自立支援制度に基づく支援と自殺対策施策を連携させるなど、経済

面や生活面における支援に心の健康の視点等を加えた支援の包括的な推進を図ります。 

 

① 生活困窮者に対する「生きることの包括的な支援」の強化 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

児童扶養手当業務 

ひとり親家庭等医療

費助成業務 

【各種手当の給付、医療費の助成】 

ひとり親家庭等を支援するため、児童扶養手当の給

付、医療費の助成等の経済的支援を行います。 

 健康課 

生活困窮者自立支援

事業 

【生活困窮者自立相談支援】 

相談支援、就労支援、家計支援のほか、対象者一人

ひとりの困りごとにあわせた支援をしていきます。 

 福祉課 

消費生活対策業務 

【消費生活対策】 

消費生活上の困難を抱える方の相談に応じるとと

もに、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。 

 総務課 

公営住宅業務 

【公営住宅の提供】 

住まいの場の確保に対する支援として、公営住宅を

提供します。 

 建設水道課 

就学援助と特別支援

学級就学奨励補助に

関する業務 

【就学援助と特別支援学級就学奨励補助の実施】 

経済的に就学に困難や障がいを抱える子どもの保

護者を対象に就学援助や補助を実施します。 

 教育総務課 

助け合い資金事業 

【助け合い資金事業】 

生活困窮者の生活安定のため、差し迫って必要とす

る生活資金の貸付を無利子で行い、生活の安定化を

図ります。また、貸付に至らなかった町民に対して

は、必要な相談先につなぎます。 

 社会福祉協議会 
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② 支援につながっていない人を早期に支援へとつなぐための取組の推進 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

児童扶養手当業務 

ひとり親家庭等医療

費助成業務 

【相談窓口の周知】 

家族との離別・死別を経験している方は自殺のリス

クが高まる場合があることから、窓口等で相談に応

じるとともに、相談先一覧の配布や活用できるサー

ビスについて周知します。 

 健康課 

公営住宅業務 

【相談窓口の周知】 

公営住宅の居住者の中には、生活困窮や低収入等、

生活面で困難や問題を抱えている方や独居高齢者、

介護を要する方もいることから、窓口対応において

支援が必要と感じた場合には、必要な相談先につな

ぎます。 

 建設水道課 

就学援助と特別支援

学級就学奨励補助に

関する業務 

【相談窓口の周知】 

費用の補助に際して保護者と応対する際など、家庭

状況に関する聞き取りを行う際に、自殺リスクの早

期発見と対応に加えて、相談先一覧等のリーフレッ

トの配布等を通じて相談窓口の情報提供を行いま

す。 

 教育総務課 

奨学金に関する業務 

【相談窓口の周知】 

奨学金の案内とともに、活用できる制度や相談窓口

一覧等を同封し、周知します。 

 

③ 関係機関が連携・協働する基盤の整備 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

高原町自立支援協議

会の開催 

【高原町自立支援協議会の開催】 

医療・保健・福祉・教育及び就労等に関係する機関

とのネットワークを構築し、地域のサービス基盤を

強化します。 

 福祉課 
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５ 生きる支援の関連施策 

（１）気づきのための人材育成（ゲートキーパー研修等）を様々な分野で推奨する 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

町民の相談体制整備 

【全職員対象ゲートキーパー養成講座の実施】 

窓口における各種相談対応や、税金や保険料の徴収

などの行政事務の機会を通じて、自殺のリスク（悩

み）に気付き、必要な支援につなぐことのできる人

材を育成するため、全職員がゲートキーパー養成講

座を受講します。 

 庁内全課 

こころの健康に関す

る出前講座の実施 

【こころの健康に関する出前講座の実施】 

自殺対策に関連する講座（こころの健康やゲートキ

ーパー講座）を実施し、町民の理解促進を図ります。 

 健康課 

ヘルスメイトに関す

る業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

保育所業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

保育士等が様々な相談に適切に対応し、必要に応じ

て適切な相談窓口につなぐことができるよう、町が

ゲートキーパー養成講座を開催する際に、講座受講

を促します。 

 健康課 

 社会福祉協議会 

介護支援専門員等に

関する業務 

【自殺対策に関わる人材の確保及びゲートキーパ

ー養成講座の受講促進】 

介護支援専門員、介護福祉士、社会福祉士等の介護

事業従事者の研修等の機会を通じ、心の健康づくり

や自殺対策に関する知識の普及を図るとともに、ゲ

ートキーパー養成講座の受講を促します。 

 福祉課 

議員に関する業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

様々な相談に対して、必要に応じて適切な相談窓口

につなぐことができるよう、町がゲートキーパー養

成講座を開催する際に、講座受講を促します。 

 議会事務局 

地域活動振興業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

町がゲートキーパー養成講座を開催する際には、地

域の住民として何ができるかを主体的に考えても

らう機会として、講座受講を促します。 

 総務課 
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施策等 取組内容 実施主体 

ＰＴＡ活動の支援・

育成に関する業務 

【ＳＯＳの受け止め方に関する教育】 

ＰＴＡ集会等で、子どもたちからのＳＯＳの受け止

め方に関する研修会を開催します。 

 教育総務課 

生活指導・健全育成

業務 

（教職員向け研修

等） 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

町がゲートキーパー養成講座を開催する際に、教職

員やＰＴＡ関係者等に対し、講座受講を促します。 
 教育総務課 

民生委員・児童委員

業務 

【ゲートキーパー養成講座の受講促進】 

ゲートキーパーの役割を知り、民生委員・児童委員

自身がその存在になれるよう、ゲートキーパー養成

講座の受講を促します。 

 福祉課 

 社会福祉協議会 

 

（２）支援につながっていない人を早期に支援へつなぐための取組を推進する 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

精神保健業務 

（精神障がい者の早

期発見・早期治療） 

【精神障がい者への支援】 

精神障がい者や家族の相談に応じるとともに、当事

者会や家族会の紹介、活用できるサービスを紹介す

るなど、本人や家族が地域で孤立することなく、適

切な医療サービスを受けられるよう支援します。 

 健康課 

自殺未遂者に対する

支援 

【自殺未遂者に対する支援】 

保健所・警察・消防・医療機関等との緊密な連携体

制のもと、必要に応じて情報共有等を行い、包括的

な支援につながるよう努めます。 

自死遺族等に対する

支援 

【自死遺族等に対する支援】 

自死遺族のつどい「わかちあいの会」（小林保健所）

などの周知に努めるとともに、必要に応じて相談・

支援等を行います。 

40 歳未満の住民を対

象とした健康診査

（わけもん健診） 

【うつ病の早期発見】 

健康診断の問診票等にて睡眠やメンタルヘルスに

関する質問を行い、受診者の意識付けにつなげると

ともに、ハイリスク者に対して、相談や窓口の周知

を行うことで、うつ病精神疾患の早期発見に努めま

す。 
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施策等 取組内容 実施主体 

母子保健事業 

（乳児訪問指導・育

児ストレス相談） 

【産後うつ病の早期発見】 

乳児訪問や育児相談、産婦健康診査の際に、メンタ

ルヘルスに関する質問票等を活用し、産後うつ病の

早期発見に努めます。 

 健康課 
児童扶養手当業務 

ひとり親家庭等医療

費助成業務 

【相談窓口の周知】 

家族との離別・死別を経験している方は自殺のリス

クが高まる場合があることから、窓口等で相談に応

じるとともに、相談先一覧の配布や活用できるサー

ビスについて周知します。 

高原町要保護児童等

対策地域協議会の開

催 

【児童虐待防止対策】 

虐待の疑いのある家庭に対して、児童相談所等と連

携し対応するとともに、必要な支援につなぎます。 

自死遺族等に対する

支援 

【自死遺族等に対する支援】 

死亡届受理時に自死遺族であることを把握した際

には、関係機関につなぎます。 

 町民課 

公営住宅業務 

【相談窓口の周知】 

公営住宅の居住者の中には、生活困窮や低収入等、

生活面で困難や問題を抱えている方や独居高齢者、

介護を要する方もいることから、窓口対応において

支援が必要と感じた場合には、必要な相談先につな

ぎます。 

 建設水道課 

就学援助と特別支援

学級就学奨励補助に

関する業務 

【相談窓口の周知】 

費用の補助に際して保護者と応対する際など、家庭

状況に関する聞き取りを行う際に、自殺リスクの早

期発見と対応に加えて、相談先一覧等のリーフレッ

トの配布等を通じて相談窓口の情報提供を行いま

す。 

 教育総務課 奨学金に関する業務 

【相談窓口の周知】 

奨学金の案内とともに、活用できる制度や相談窓口

一覧等を同封し、周知します。 

教職員人事・研修関

係業務 

学校職員安全衛生管

理事業 

学校職員ストレスチ

ェック事業 

【学校職員のストレスチェックの実施】 

学校職員にストレスチェックを実施し、メンタルヘ

ルスの状態を客観的に把握するとともに、職員に相

談窓口一覧やメンタルヘルスに関する啓発資料を

配布し、児童生徒の支援者である教職員に対する支

援を行います。 
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施策等 取組内容 実施主体 

スクールソーシャル

ワーカー配置事業 

【スクールソーシャルワーカーの配置】 

いじめや不登校、虐待、貧困など、学校や日常生活

において子どもたちが抱える問題に対して専門的

知識を持つスクールソーシャルワーカーを配置し、

子ども本人だけでなく、家族、友人、学校等、周囲

の環境も考慮しながら問題解決を図ります。 
 教育総務課 

不登校児童生徒支援

事業 

【不登校児童生徒に対する支援】 

さまざまな課題を抱えた児童生徒に対し、当該児童

生徒や関係機関等とのネットワークを活用し、課題

解決への対応を図ります。 

 

（３）様々な機会を活用して、自殺対策の周知・啓発に努める 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

健康に関するイベン

ト業務 

【町民への普及啓発】 

健康に関するイベントにおいて、パネル展示やリー

フレット配布を行い、町民への啓発の機会としま

す。 

 健康課 

生活習慣病予防事業 

【町民への周知】 

集団健(検)診や結果説明会において、メンタルヘル

スや生活習慣病予防に関するチラシの配布やパネ

ル展示を行うことで、町民の理解促進を図ります。 

肩こり腰痛予防教

室・トレーニングコ

ース事業 

【町民への普及啓発】 

肩こり腰痛予防教室・トレーニングコース事業にお

いて、パネル展示やリーフレット配布を行い、町民

への啓発の機会とします。 

広報紙を活用した啓

発事業 

【広報紙を活用した啓発】 

自殺予防週間（９月）や自殺対策強化月間（３月）

を中心に、広報紙を活用したこころの健康に関する

周知・啓発を行います。 

ホームページ等を活

用した啓発事業 

【ホームページ等を活用した啓発】 

自殺予防週間（９月）や自殺対策強化月間（３月）

を中心に、ホームページ等を活用したこころの健康

に関する周知・啓発を行います。 
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施策等 取組内容 実施主体 

保育所業務 

【相談窓口の周知】 

子育てをする家族が悩んだ時に相談できるよう、子

育てに関する相談窓口や利用出来るサービス一覧

の配布・設置等により、相談先の周知を図ります。 

 健康課 

 社会福祉協議会 

交通安全対策に関す

る業務 

【相談窓口案内】 

相談者に相談先の掲載されたリーフレットを配布

することで、支援機関等の情報提供を行います。 

 総務課 

コミュニティづくり

の推進 

【のぼり旗やリーフレット等の配布】 

町内会役員に向け、のぼり旗やリーフレット等を配

布し、各地区における自殺予防に係る啓発活動の促

進を図ります。 

同和・人権啓発事業 

【自殺対策に関する啓発】 

人権に関する研修会等において、自殺対策について

も言及し、職員及び町民への啓発を行います。 

地域防災計画等更新

事業 

【地域防災計画等の見直し】 

各種防災に関する計画等見直しを行い、命や暮らし

に関する様々な分野の相談先情報も周知します。 

ＤＶ防止に関する啓

発事業 

【ＤＶ防止及びＤＶ被害者保護の普及・啓発】 

ＤＶと自殺との間には関連性があることから、ＤＶ

防止及び被害者保護に関する普及啓発を行います。 

 福祉課 

地域産業の育成・発

展 

【地域産業における人材育成や意識醸成】 

自殺のリスク等を防ぐため、働く世代の自殺の現状

やメンタルヘルスケアの重要性について、普及啓発

や人材育成、相談対応等において、地域の関係機関

と連携した対策や情報提供等を推進していきます。 

 産業創生課 

農業関連の各種総

会、イベント業務 

【町民への周知】 

各種会議やイベント等において、メンタルヘルスに

関するチラシの配布やパネル展示を行うことで、町

民の理解促進を図ります。 

 農畜産振興課 

ＰＴＡ活動の支援・

育成に関する業務 

【相談窓口の周知】 

役員会の場で相談先の情報等を提供することで、子

どもへの情報周知のみならず、保護者自身が問題を

抱えた際の相談先の情報提供の機会とします。 
 教育総務課 

図書館の管理 

【自殺対策に関する啓発】 

自殺予防週間や自殺対策強化月間を中心に、自殺対

策に関するパネル展示やリーフレットの配布等を

行うことで、町民の理解促進を図ります。 
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施策等 取組内容 実施主体 

教職員人事・研修関

係業務 

学校職員安全衛生管

理事業 

学校職員ストレスチ

ェック事業 

【学校職員のストレスチェックの実施】 

学校職員にストレスチェックを実施し、メンタルヘ

ルスの状態を客観的に把握するとともに、職員に相

談窓口一覧やメンタルヘルスに関する啓発資料を

配布し、児童生徒の支援者である教職員に対する支

援を行います。 

 教育総務課 
性に関する指導推進

事業 

【性に関する指導推進事業】 

産婦人科などの専門医、助産師を講師として派遣

し、性に関する指導の充実を図ります。 

いじめ防止対策事業 

【ＳＯＳの出し方に関する教育】 

いじめを受けている児童生徒の早期発見と対応を

行うだけでなく、いじめを受けた子どもが周囲に助

けを求められるよう、ＳＯＳの出し方教育を実施す

るとともに、相談先一覧を配布し、相談窓口の周知

を図ります。 

各種団体等の活動支

援 

【自殺に関連する出前講座】 

各種団体等に対し、出前講座を通じた自殺の現状や

課題などについての啓発を図ります。 

 社会福祉協議会 

 

（４）生きることの包括的な支援を実施・継続する 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

精神保健業務 

（精神障がい者の早

期発見・早期治療） 

【精神障がい者への支援】 

精神障がい者や家族の相談に応じるとともに、当事

者会や家族会の紹介、活用できるサービスを紹介す

るなど、本人や家族が地域で孤立することなく、適

切な医療サービスを受けられるよう支援します。 

 健康課 母子保健業務 

(母子健康手帳交付） 

【母子手帳交付時の支援】 

母子手帳交付時に妊娠や子育てに不安のある家族

の相談に応じるとともに、相談先一覧の周知や医療

機関と連携する等、孤立化しないよう支援します。 

母子保健業務 

（乳児訪問指導・育

児ストレス相談） 

【産後うつ病の早期発見】 

乳児訪問や育児相談、産婦健康診査の際に、メンタ

ルヘルスに関する質問票等を活用し、産後うつ病の

早期発見に努めます。 
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施策等 取組内容 実施主体 

母子保健業務 

（こども発達相談・

離乳食教室） 

【子どもに関する相談】 

子どもの発達や子育て等に関する相談に応じると

ともに、必要な支援機関を紹介し、両親等の不安感

の軽減に努めます。 

 健康課 

地域子育て支援拠点

事業 

（高原町子育て支援

センター等） 

【地域子育て支援拠点の整備】 

子育て親子に交流の場を提供するとともに、交流の

促進・子育てに関する相談・情報提供・講習会等を

実施するなどして、地域の中で安心して過ごせる居

場所づくりを行います。 

育児に関する総合相

談及び情報提供業務 

【子どもと家庭に関する総合相談】 

子育て中の保護者からの育児に関する各種相談に、

様々な専門機関と連携しながら対応します。 

ショートステイ事業 

【ショートステイの実施】 

保護者の病気、出産などの理由により家庭で一時的

に児童の養育ができない場合に、一定期間、宿泊を

伴った養育・保護を行うことで児童及びその家族の

福祉の向上を図ります。 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

【ファミリーサポートの実施】 

子育て中の家族に対し、ファミリーサポートを実施

するとともに、幅広く周知することで、安心して育

児できる環境づくりを行います。 

児童扶養手当業務 

ひとり親家庭等医療

費助成業務 

【各種手当の給付、医療費の助成】 

ひとり親家庭等を支援するため、児童扶養手当の給

付、医療費の助成等の経済的支援を行います。 

福祉バス運行事業 

【高齢者の教養向上や生きがいづくり、社会参加の

促進】 

老人クラブ等の研修及び交流のために福祉バスを

運行します。 

 福祉課 配偶者暴力相談 

【配偶者暴力相談】 

配偶者等からの暴力の相談および被害者の保護を

行うとともに、相談窓口について広く周知し、問題

を抱えた女性が孤立しないよう支援します。 

障がい者・高齢者虐

待への対応 

【障がい者・高齢者虐待に関する通報・相談窓口の

設置】 

障がい者・高齢者虐待に関する通報・相談窓口を設

置するとともに、相談窓口の周知を図ります。 
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施策等 取組内容 実施主体 

生活困窮者自立支援

事業 

【生活困窮者自立相談支援】 

相談支援、就労支援、家計支援のほか、対象者一人

ひとりの困りごとにあわせた支援をしていきます。 

 福祉課 

精神障がい者社会復

帰支援 

【精神障がい者への支援】 

精神障がい者やその家族の相談に応じるとともに、

当事者会や家族会の紹介、活用できるサービスを紹

介するなど、本人や家族が地域で孤立することな

く、適切な医療や障がい福祉サービス等を受けられ

るよう支援します。 

高齢者等買い物困難

者支援 

【高齢者買い物困難者支援】 

買い物困難者への支援を通じて、高齢者のコミュニ

ケーションの促進や、孤立防止につなげます。 

介護給付に関する業

務 

【介護保険サービスの提供】 

介護や生活支援サービスの提供が必要な要介護認

定者がいる世帯に介護保険サービスを提供します。 

介護予防事業「いき

いき百歳体操」事業 

【介護予防事業「いきいき百歳体操」の実施】 

「いきいき百歳体操」の実施を通じて、身体機能の

回復、生きがいづくりを目指します。また様々な相

談に対応し、必要に応じて適切な相談窓口につなぐ

など、地域の中で安心して過ごせる居場所づくりを

行います。 

介護相談 

【介護相談】 

高齢者や家族の悩みごと、介護に関する相談に対応

し、高齢者や介護者が孤立しないよう支援します。 

認知症地域支援・ケ

ア向上事業 

【認知症カフェの開催】 

認知症の人やその家族を対象に、認知症カフェ等を

開催し、当事者間の交流や介護に関する相談等によ

りリフレッシュにつなげるとともに、情報交換の場

としての活用促進を図っています。今後も認知症カ

フェ等が開催できるよう支援体制を整備するとと

もに実施個所の増加につながる取組を推進します。 

孤独・孤立対策事業 

【孤独・孤立者支援】 

孤独・孤立対策は、自殺対策とも共通する点が多い

ため、保健・福祉・教育等の関係課等と連携しなが

ら、相談窓口や支援制度の周知を図ります。 

 総合政策課 
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施策等 取組内容 実施主体 

企画調整に関する業

務 

（ワークライフバラ

ンスの推進） 

【ワークライフバランスの推進】 

勤務問題等により自殺のリスクを生みださないた

め、子育て、介護、社会参画等に柔軟に対応できる

職場づくりに取り組み、一人ひとりが心身共に健康

で、やりがいをもって働くことのできる職場環境づ

くりを推進します。 

 総務課 
職員の健康管理業務 

【職員のメンタルヘルス対策】 

健康相談やストレスチェック、健康診断結果に基づ

く各種指導の実施等を通じて、職員の心身面におけ

る健康の維持増進を強化するとともに、相談窓口に

ついて周知するなど、支援体制を整備します。 

行政相談 

【行政相談の実施】 

町民がトラブルを抱えた際に、関係課と連携し問題

解決につながるよう、行政相談を実施するととも

に、町民に広く周知します。 

消費生活対策業務 

【消費生活対策】 

消費生活上の困難を抱える方の相談に応じるとと

もに、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。 

公害・環境関係の苦

情相談 

【公害・環境関係の苦情相談】 

町民からの公害・環境に関する苦情や相談を受け付

けるとともに、関係機関と連携しながら、問題の早

期解決を図ります。  町民課 

重複多受診者訪問指

導 

【重複多受診者訪問】 

健康に関する相談に応じるとともに、必要な支援機

関を紹介し、健康不安の軽減に努めます。 

公営住宅業務 

【公営住宅の提供】 

住まいの場の確保に対する支援として、公営住宅を

提供します。 

 建設水道課 

生涯学習講座 

（高齢者教室） 

【生涯学習講座（高齢者教室）の開催】 

生涯学習講座（高齢者教室）の開催を通じて、高齢

者の生きがいづくりや孤立防止につなげます。 

 教育総務課 

子育て親子向け講座 

【子育て親子向け講座の開催】 

親子向け講座等を実施することで、子育て親子に交

流の場を提供するとともに、地域の中で安心して過

ごせる居場所づくりを行います。 
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施策等 取組内容 実施主体 

就学援助と特別支援

学級就学奨励補助に

関する業務 

【就学援助と特別支援学級就学奨励補助の実施】 

経済的に就学に困難や障がいを抱える子どもの保

護者を対象に就学援助や補助を実施します。 

 教育総務課 

教職員人事・研修関

係業務 

学校職員安全衛生管

理事業 

学校職員ストレスチ

ェック事業 

【学校職員のストレスチェックの実施】 

学校職員にストレスチェックを実施し、メンタルヘ

ルスの状態を客観的に把握するとともに、職員に相

談窓口一覧や、メンタルヘルスに関する啓発資料を

配布し、児童生徒の支援者である教職員に対する支

援を行います。 

教育相談 

（いじめ含む） 

【教育相談】 

子どもの教育上の悩みや心配事に関する相談に応

じるとともに、必要な支援機関を紹介し、子どもや

両親等の不安感の軽減に努めます。 

病院運営 

【病院運営】 

「かかりつけ医」の機能を基本に、定期的な予防接

種や各種健康診断の実施等を通じた町民の健康保

持に努めつつ、訪問診療・訪問看護の提供を始めと

した地域包括ケアシステム構築の推進に努めます。 

【自殺未遂者に対する支援】 

自殺未遂は自殺のハイリスク要因であることから、

救急搬送された自殺未遂者を関係機関と連携しな

がら必要な支援につなげるとともに、未遂者や家族

に相談先一覧を配布するなど、適切な相談窓口につ

ながるように支援します。 

 高原病院 

助け合い資金事業 

【助け合い資金事業】 

生活困窮者の生活安定のため、差し迫って必要とす

る生活資金の貸付を無利子で行い、生活の安定化を

図ります。また、貸付に至らなかった町民に対して

は、必要な相談先につなぎます。 

 社会福祉協議会 

高齢者の居場所づく

り「茶飲み場」事業 

【高齢者の居場所づくり「茶飲み場」の開催】 

「茶飲み場」の開催を通じて、高齢者の閉じこもり

や孤立防止につなげます。 福祉課 

社会福祉協議会 
民生委員・児童委員

業務 

【民生委員・児童委員活動支援】 

同じ町民としての立場から相談や支援を行う民生

委員・児童委員の活動を支援します。 

  



70 

 

 

 

施策等 取組内容 実施主体 

高原町老人クラブ活

動支援 

【高原町老人クラブ活動支援】 

高原町老人クラブの活動を支援し、高齢者の居場所

づくり・生きがいづくりにつなげます。 

福祉課 

 社会福祉協議会 

保育所業務 
【保育・育児相談の実施】 

公立保育所において、保育・育児相談を実施します。 

健康課 

 社会福祉協議会 

愛の連絡員による確

認業務 

【愛の連絡員による安否確認】 

地域に居住する愛の連絡員による話し相手及び安

否確認体制の強化を図り、社会とのつながりを意識

する機会とし、町民の孤独感の軽減につなげるとと

もに、必要に応じた相談先の情報提供等を行いま

す。 

社会福祉協議会 

 

（５）生きることの包括的な支援を推進する体制を強化する 

・主な取組 

施策等 取組内容 実施主体 

高原町自殺対策協議

会の開催 

【高原町自殺対策協議会の開催】 

高原町における自殺対策の総合的な推進を図るた

め、医療・福祉・教育・経済労働の関係機関及び民

間団体と本町の関係部局で構成される「高原町自殺

対策協議会」を開催します。 

 健康課 

地域福祉推進事業 

【地域福祉計画との連携】 

保健・福祉に関する総合的な計画として位置づけら

れている地域福祉計画と横断的な連動をさせるこ

とで、自殺対策事業をより推進していきます。 

 福祉課 障がい福祉推進事業 

【障がい福祉計画との連携】 

自殺対策と関連性の深い障がい福祉の総合的な計

画として位置づけられている障がい福祉計画と連

動させることで、自殺対策事業をより推進していき

ます。 

高原町自立支援協議

会の開催 

【高原町自立支援協議会の開催】 

医療・保健・福祉・教育及び就労等に関係する機関

とのネットワークを構築し、地域のサービス基盤を

強化します。 
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施策等 取組内容 実施主体 

生活支援体制整備事

業 

【生活支援体制の整備】 

地域における社会資源を新たに見直し、地域に住む

高齢者等のニーズにあった福祉サービスの発掘ま

たは開発に努めるとともに、行政を含めた公的機関

や地域住民、民間機関などと連携を図り地域包括ケ

アシステムの円滑な運用に努めます。 

 福祉課 

 社会福祉協議会 

高原町地域見守りネ

ットワーク事業 

【地域支援ネットワーク】 

関係者同士の連携を深め、安心して生活できる地域

づくりのため、地域見守りネットワークの充実を図

ります。 

 社会福祉協議会 
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第５章 自殺対策の推進体制 

 

１ 自殺対策の推進体制 

（１）自殺対策ネットワーク 

自殺対策は、家庭や学校、職域、地域等の社会全般に関係しており、総合的な対策を推

進するためには、多分野の関係者の連携・協働により、多角的な施策を推進する必要があ

ります。 

このため、医療・福祉・教育・経済労働の関係機関及び民間団体と本町の関係部局で、

構成される「高原町自殺対策協議会」を設置し、高原町における自殺対策の総合的な推進

を図ります。 

 

（２）計画の進行管理 

本計画に基づく施策を着実に展開するため、計画の進捗状況の検証・評価を行い、必要

に応じた施策の改善、計画の見直し等を行います。 

計画の進捗状況の検証・評価においては、評価指標を次表のとおり設定し、検証・評価

の基準として活用します。 

 

指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 10年度） 

ゲートキーパー養成講座受講者数（延べ人数） 151名 300名 

自殺対策に関する講演会や講習会への参加経験が

ある町民の割合（住民意識調査） 
6.5％ 10％以上 

うつ病のサインの認知度（住民意識調査） 70.6％ 80％以上 

ゲートキーパーの認知度（住民意識調査） 16.8％ 30％以上 

心配や悩みなどを受け止めてくれる人がいる町民

の割合（住民意識調査） 
85.0％ 90％以上 

こころの悩みの相談窓口の認知度（住民意識調

査） 
65.8％ 80％以上 

こころの健康状態が健康であると感じている町民

の割合（住民意識調査） 
77.3％ 80％以上 

心理的苦痛を感じている者に相当（K6スコア 10

点以上）する高齢者の割合（住民意識調査） 
6.7％ 6％以下 

    

（３）自殺対策の担当部署 

主担当部署（計画策定事務局）を健康課健康推進係とし、関係各課により横断的に自殺

対策を推進していきます。 
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資料編 

 

１ 高原町自殺対策協議会 

（１）設置要綱 

（設置目的） 

第１条 近年、本県における自殺死亡率は高い水準で推移し大きな問題になっており、本町

においてもそれは例外ではない。このため町内の関係機関・団体が連携し、総合的な自殺

対策の推進を図ることを目的として、高原町自殺対策協議会（以下「協議会」という。）を

設置する。 

（所要事項） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の事項について協議・検討を行う。 

 （１）情報の収集及び意見交換 

 （２）事業実施状況についての評価 

 （３）総合対策の実施計画について 

 （４）その他総合対策の推進に必要とする事項 

 （構成） 

第３条 協議会は、別表に挙げる関係機関及び団体から推薦された者（以下「委員」）で構成

する。 

２ 委員は、町長が委嘱する。 

 （会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長をそれぞれ１名置く。 

２ 会長は、副町長が務める。 

３ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときはその職務を代理

する。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は２年とする。 

２ 任期途中の委員の欠員による後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員の再任は、これを妨げない。 

 （会議） 

第６条 協議会は、会長が招集する。 

 （庶務） 

第７条 協議会の庶務は、健康課において処理する。 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年１月１６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和１年９月１０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

 

高原町自殺対策協議会関係機関・団体 

 

 役  職 所    属    名 職  名 

1 会 長 高 原 町 副 町 長 

2 副会長 高 原 町 区 長 会 会 長 

3 

委 員 

高原町自治公民館連絡協議会 会 長 

4 高 原 町 商 工 会 事務局長 

5 
高 原 町 民 生 委 員 

・ 児 童 委 員 協 議 会 
会 長 

6 高 原 町 保 育 会 会 長 

7 高原町地域婦人連絡協議会 会 長 

8 高 原 町 青 年 団 協 議 会 会 長 

9 こ ば や し 農 業 協 同 組 合 高原統轄支所長 

10 高 原 町 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 会 長 

11 小 林 警 察 署 高 原 駐 在 所 

12 西 諸 広 域 行 政 事 務 組 合 高原分遣所長 

13 小 林 保 健 所 健康づくり課長 

14 高 原 町 社 会 福 祉 協 議 会 事務局長 

15 高 原 町 校 長 会 代 表 

16 国 民 健 康 保 険 高 原 病 院 事 務 長 

17 高 原 町 福祉課長 

18 

事務局長 

健 康 課 

課 長 

事 務 局 健康推進係 
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（２）委員名簿 

所属名 職名 氏名 備考 

高原町 副町長 横山 安博 会 長 

高原町区長会 会長 松 石 忠 副会長 

高原町自治公民館連絡協議会 会長 西村 四男  

高原町商工会 事務局長 山﨑 重孝  

高原町民生委員・児童委員協議会 会長 大迫 典子  

高原町保育会 会長 瀬戸口百恵  

高原町地域婦人連絡協議会 会長 丸山 千賀  

高原町青年団協議会 会長 古川 一将  

こばやし農業協同組合 高原統轄支所長 室屋 勇二  

高原町老人クラブ連合会 会長 朝比奈紀行  

小林警察署 高原駐在所長 高橋 良太  

西諸広域行政事務組合 高原分遣所長 加藤啓一郎  

小林保健所 
健康づくり課 

疾病対策担当 
小野 智美  

高原町社会福祉協議会 事務局代表 清永加代子  

高原町校長会 校長会代表 山之口善徳  

国民健康保険高原病院 事務長 久徳 信二  

高原町 福祉課長 馬場 倫代  

※令和６年３月１日時点 
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２ 自殺総合対策大綱 
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令和６年３月 

    発 行  高原町 健康課 健康推進係 

          〒８８９－４４１２ 

          宮崎県西諸県郡高原町大字西麓３６０番地１ 

          電話 ０９８４－４２－４８２０ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高原町 
宮崎県  

 


